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人の動きを把握することで 

実現するサービスの高度化 
－動線解析プラットフォームの検討－ 
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 近年、移動する個々人の位置をITにより特定す

る方法が種々開発されている。人の移動という動

的情報の利用者への提供や、事業計画立案への利

活用のためには、位置のみでなく、時間を扱うこ

とができる四次元GISの技術が必要となる。そこで、

四次元GISデータの活用・普及により、情報提供や

事業計画のフェーズにおける国土交通行政の効率

化、高度化を促進することを最終目的とし、動線

解析プラットフォームの開発を行った。 

 動線解析プラットフォームは、「人の移動を表

現するデータを補正・補間し、相互利用が可能な

水準に加工するサービス」と、「加工済のデータ

を蓄積し提供するサービス」を有する仕組みであ

り、データ登録機能、データ加工機能（データの

出発地・到着地、移動手段、時刻の情報から、途

中経路を推測し、補正・補間する機能）、データ

蓄積機能、データ検索・配信機能から構成される

（図－１）。本プラットフォームでは、動画像に

よる人の移動の表示が可能であり、従来困難であ

った人の動きの把握が行え、より肌理（きめ）の

細かい交通計画の立案への活用が想定される。 

 動線解析プラットフォームは、多様なニーズに

応えるための基本情報となる人等の移動を把握す

るためのプラットフォームである。今後の応用と

して、パーソントリップデータのデータ修正の効

率化や視覚化による調査意義・結果の説明力向上、

保守点検車両や災害時の派遣要員や対策車両の移

動データの加工・可視化等への利用が考えられる。

今後は、データ取得・解析・視覚化・公開のデー

タ流通の検討が必要となる。特に、効率的なデー

タ取得方法、データ提供主体との連携方策、事象

発見（例えば、交通施策による行動変容）のため

の視覚化の高度化が重要となるであろう。 

関連ホームページ 

動線解析プラットフォーム研究会ホームページ：

http://www.dousen-kaiseki.jp 
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図－１ 動線解析プラットフォームの概念 
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地域コミュニティの変質の理由 
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（キーワード） 地域コミュニティ、実態調査、統計データ 

 

注目される地域コミュニティ 

 都市部における住民の頻繁な入れ替わりによる

地域への愛着・帰属意識の低下や、地方部におけ

る地域コミュニティの担い手の減少などの理由に

より、わが国の地域コミュニティは失われつつあ

ると言われている。しかしながら、持続的な国土

形成のためには地域コミュニティの再生が必要で

ある。2008年7月に閣議決定された国土形成計画で

は、人口減少等を前提として各種の課題に答えて

いく必要があるとした上で、自治会など地縁型の

コミュニティの再生等の取り組みを進めるべきと

述べられている。また、2008年5月に出された定住

自立圏構想や、2007年11月に出された（2008年12

月改定)地方再生戦略などの各種計画・構想におい

ても、地域コミュニティの重要性に言及している。 

一体、近年の地域コミュニティに何が起こった

のであろうか？再生すべきとうたわれる地域コミ

ュニティは、なぜ失われてしまったのであろう

か？これらの現象を解明すべく、過去30年にわた

る地域コミュニティの変質の実態について、調

査・分析を行っている。 

 

統計データよりも地域の声を尊重 

地域コミュニティの特性をうかがい知ることの

できる統計データは数多くある。人口、高齢化率

といった代表的なものから、公民館数、ＮＰＯ法

人数などが考えられる。しかしながら、これらの

統計データを用いて、アンケートともに統計解析

をしたとしても、それは本当に地域コミュニティ

を表しうると言えるのであろうか。 

本研究では、地域コミュニティの変質を解明す

るために、まず、実際に地域が経験した変化につ

いて注意深く実態調査を行っている。ヒアリング

等を中心に、過去30年の歴史を明らかにすべく行

ったこの調査では、統計データでは分かりにくい

住民の意識の変化や生活様式の変化に関連する地

域コミュニティの変質が徐々に浮き上がってきた。 

一方で、地域コミュニティの変質の実態を把握

しつつ、それを表しうる統計データの検討も行っ

ている。検討に際しては、変質を表す特徴が、先

行して出現するか、遅延して出現するか、地域性

があるか等を吟味し、実態と相反する統計データ

があった場合には実態を優先としている。 

研究は、地域コミュニティを「若者の居住と雇

用」「地域医療」「高齢者とモビリティ」「地域

防災」の4つの側面から分析している。 

最終的には、これらの実態調査と統計データの

双方から、地域コ

ミュニティの変

質の実態と理由

を明らかにし、地

域コミュニティ

の再生に資する

ことがこの研究

の目的である。 

 

今後の研究 

本研究は、2008

年度中に最終成

果を取りまとめる予定である。成果は随時論文等

で 発 表 し 、 HP に 掲 載 を 予 定 し て い る 。 

(http://www.nilim.go.jp/lab/pcg/) 

図－１ 分析の一例 
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国づくりを支える総合的な手法の確立 ●研究動向・成果


